
 

報道関係者各位 

 2019年７月４日 

人事労務分野の情報機関である産労総合研究所（代表・平盛之）は、このたび「2019年度 決定初任給調査」を

実施しました。本調査は1961(昭和36)年より毎年実施しています。 

 

調査の結果、2019年度の決定初任給(2019年４月に確定した初任給)の水準は、大学卒（一律）で208,826円、高校卒（一

律）で168,617円となり、全学歴で対前年比増となった。 

「初任給を引き上げた」企業は50.6％で、1998年以来、20年ぶりに「引き上げた」が「据え置いた」を上回った。引き上げた

理由で最も多かったのは「人材を確保するため」58.8％だった。 

 

 

１.【初任給の引上げ状況】 

 2019年４月入社者の初任給を「引き上げた」企業は50.6％（2018年度調査40.8％）、「据え置いた」企業は48.2％（同

57.0％）で、20年ぶりに「引き上げた」企業が「据え置いた」企業を上回った。 

 初任給を引き上げた理由（複数回答）は、「人材を確保するため」の58.8％が最多。 

 

２.【初任給額の水準】 

 2019年度の学歴別の初任給額は、右表のとお

り。 

 大学卒と高校卒は、一律に初任給を決定してい

る場合と、職種やコース（総合職と一般職、広域

勤務と地域限定勤務など）で初任給額に格差を

設けている場合の「最高額」と「最低額」を聞いて

いる。 

 

３.【付帯調査 新入社員の夏季賞与】 

 新入社員に対して「何らかの夏季賞与を支給す

る」企業は88.1％で、「支給しない」企業は4.8％

である。支払方法で最も多いのは「一定額（寸志

等）を支給」64.5％。 

 夏季賞与・一時金の平均支給額は、大学卒で

87,636円、高校卒で69,064円。 

  

学歴 
初任給 

（円） 

対前年 

増減額

（円） 

対前年 

増減率 

（％） 

大学院卒 博士 232,008 1,976 0.85 

大学院卒 修士 226,376 1,338 0.59 

大学卒（一律） 208,826 1,421 0.68 

大学卒（格差あり） 最高額 216,942 1,868 0.86 

大学卒（格差あり） 最低額 193,333 1,986 1.03 

短大卒 事務 182,636 1,996 1.09 

高専卒 技術 189,155 1,938 1.02 

高校卒（一律） 168,617 1,524 0.90 

高校卒（格差あり） 最高額 179,591 2,869 1.60 

高校卒（格差あり） 最低額 167,794 3,149 1.88 

専修・専門技術学校卒 ２年修了 186,400 2,349 1.26 

専修・専門技術学校卒 ３年修了 190,531 1,742 0.91 

2019年度 決定初任給調査 

初任給を引き上げた企業は50.6％ 

20年ぶりに「引き上げた」が「据え置いた」を上回る 

初任給額は大学卒（一律）208,826円、高校卒（一律）168,617円 

主なポイント 

調査要領 
全国１・２部上場企業と過去に本調査に回答のあった当社会員企業から任意に抽出した3,000社に対して、

2019年4月に調査票を郵送で依頼し、336社の回答を得た。 
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１ 初任給の引上げ状況 

（１）初任給の改定状況 
2019年４月入社者の初任給を引き上げた企業は50.6％と、前年度の40.8％から9.8ポイントもの増加となり、1998

年以来、20年ぶりに「引き上げた」が「据え置いた」を上回った。引き上げた企業の内訳をみると、全学歴を対象

に引き上げた企業は84.7％、一部学歴を対象に引き上げた企業は13.5％であった。引き下げた企業はなかった。 

 企業規模別に「引き上げた」企業の割合をみると、1,000人以上企業が69.0％、300～999人企業が49.6％、299

人以下企業が39.7％と、1,000人以上企業は299人以下企業の2倍ほどとなっている。 

 

平成30年間の初任給の引上げ状況の推移 

 

 

 

 

（２）初任給改定の理由 
 初任給を引き上げた理由（複数回答）をみると、最も多かったのが「人材を確保するため」58.8％、次いで「在

籍者のベースアップがあったため」47.6％である。「人材を確保するため」は1,000人以上企業と300～999人企業

では6割、299人以下企業でも5割強と、採用の早期化や深刻な人手不足が高まるなか、初任給額をアピールポイン

トとしている企業も多いようである。 

 据え置いた理由（複数回答）をみると「現在の水準でも十分採用できるため」45.1％が最も多く、次いで「在籍

者のベースアップがなかったため」38.9％となっている。 

 

引き上げた理由と据え置いた理由（複数回答） 

 

 

 

（単位：％）

人材を確保
するため

在籍者の
ベースアップ
があったため

初任給の
据置きが

長く続いて
いたため

その他 無回答

現在の水準
でも十分

採用できる
ため

在籍者の
ベースアップ
がなかった

ため

新卒採用は
しないため

その他 無回答

調 査 計 100.0 (170) 58.8 47.6 10.6 5.9 8.8 100.0 (162) 45.1 38.9 6.8 9.9 13.0

2018 年 調 査 100.0 (131) 56.5 43.5 7.6 6.1 9.9 100.0 (183) 53.6 35.0 3.3 7.1 7.7

1,000人以上 100.0 (60) 60.0 51.7 6.7 5.0 6.7 100.0 (27) 51.9 40.7 － 7.4 7.4
300～999人 100.0 (56) 64.3 51.8 7.1 7.1 8.9 100.0 (56) 46.4 48.2 1.8 16.1 8.9
299 人 以 下 100.0 (54) 51.9 38.9 18.5 5.6 11.1 100.0 (79) 41.8 31.6 12.7 6.3 17.7

製 造 業 100.0 (72) 56.9 65.3 4.2 1.4 4.2 100.0 (61) 41.0 34.4 4.9 14.8 14.8
非 製 造 業 100.0 (98) 60.2 34.7 15.3 9.2 12.2 100.0 (101) 47.5 41.6 7.9 6.9 11.9

合　計
（社数）

合　計
（社数）

規模・産業

引き上げた理由（引き上げた=100、複数回答） 据え置いた理由（据え置いた=100、複数回答）

2018年度決定初任給調査の調査結果概要 2019年度 決定初任給調査の調査結果概要 



 

 

２ 初任給額の水準 

2019年度の初任給額をみると、職種やコースによる格差がなく、一律に初任給を決定している企業の場合、大学

卒は208,826円、高校卒は168,617円である。 

職種やコース（総合職と一般職、広域勤務と地域限定勤務など）で初任給額に格差を設けている場合の「最高額」

と「最低額」は、大学卒で「最高額」216,942円、「最低額」193,333円、高校卒で「最高額」179,591円、「最低額」

167,794円だった。 

2019年度 決定初任給 

 
 

 

調査名 2019 年度 決定初任給調査 

調査機関 産労総合研究所 調査時期  2019 年４月～５月 

調査対象 
当社の会員企業および上場企業から一定の方法で抽出 

した3,000社。 

●集計企業の内訳(別表) 
（単位：％、（ ）内は社数） 

規  模 合 計 製 造 業 非製造業 

合  計 100.0 （336） 39.9 （134） 60.1 （202） 

1,000 人以上 100.0 （ 87） 49.4 （ 43） 50.6 （ 44） 

  300〜999 人 100.0 （113） 38.1 （ 43） 61.9 （ 70） 

  299 人以下 100.0 （136） 35.3 （ 48） 64.7 （ 88） 
 

調査方法 郵送によるアンケート調査方式 

回答状況 締切日までに回答のあった 336 社について集計。集計企業の内訳は別表を参照。 

留意点 
決定初任給とは、本採用後支払われる所定内賃金月額。通勤手当、時間外手当等は除く。 

前年比は、回答企業における 2018 年決定初任給との比較。 

（単位：円，（ ）内は社数）

最高額 最低額 最高額 最低額

【初任給額（円）】

232,008 226,376 208,826 216,942 193,333 182,636 189,155 168,617 179,591 167,794 186,400 190,531

　 (99) (172) (226) (95) (90) (144) (114) (174) (55) (49) (96) (46)

246,218 235,030 216,228 218,972 192,071 184,055 190,496 172,153 178,711 167,695 189,215 191,980

225,317 223,673 205,983 217,889 196,434 181,344 187,255 165,138 178,228 167,308 186,183 189,937

219,862 217,859 207,399 213,860 191,921 182,015 189,398 168,897 181,088 168,214 183,763 189,580

237,912 227,677 209,158 214,093 191,397 177,430 186,069 167,610 173,388 164,523 178,375 181,730

225,735 224,948 208,610 218,927 194,685 186,249 193,554 169,721 184,049 170,459 191,432 194,790

【対前年増減額（円）】

1,976 1,338 1,421 1,868 1,986 1,996 1,938 1,524 2,869 3,149 2,349 1,742

(88) (158) (209) (93) (86) (132) (104) (159) (50) (43) (88) (40)

2,638 1,480 1,867 2,171 2,054 2,255 1,758 2,036 4,908 4,475 2,666 2,135

1,632 1,107 1,219 1,190 2,244 1,962 1,911 1,121 455 1,550 1,949 895

1,419 1,434 1,366 2,084 1,646 1,705 2,259 1,447 2,260 3,013 2,345 2,375

1,533 1,572 1,246 858 1,226 946 1,296 961 1,678 1,881 1,678 1,468

2,420 1,091 1,528 2,565 2,560 2,722 2,780 2,138 3,663 4,062 2,752 1,874

【対前年増減率（％）】

0.85 0.59 0.68 0.86 1.03 1.09 1.02 0.90 1.60 1.88 1.26 0.91

(88) (158) (209) (93) (86) (132) (104) (159) (50) (43) (88) (40)

1.07 0.63 0.86 0.99 1.07 1.22 0.92 1.18 2.75 2.67 1.41 1.11

0.72 0.49 0.59 0.55 1.14 1.08 1.02 0.68 0.26 0.93 1.05 0.47

0.65 0.66 0.66 0.97 0.86 0.94 1.19 0.86 1.25 1.79 1.28 1.25

0.64 0.69 0.60 0.40 0.64 0.53 0.70 0.57 0.97 1.14 0.94 0.81

1.07 0.48 0.73 1.17 1.32 1.46 1.44 1.26 1.99 2.38 1.44 0.96非 製 造 業 計

非 製 造 業 計

調 査 計

製 造 業 計

専修・専門技術学校卒

博士 修士 一　律
格差あり

一　律 3年修了

調 査 計

1,000 人 以 上

300 ～ 999 人

高専卒
技　術

高校卒，事務・技術

2年修了

大学卒，事務・技術
短大卒
事　務

299 人 以 下

300 ～ 999 人

299 人 以 下

1,000 人 以 上

調 査 計

299 人 以 下

製 造 業 計

格差あり区分

製 造 業 計

1,000 人 以 上

非 製 造 業 計

300 ～ 999 人

大学院卒

2019年度 決定初任給調査の調査結果概要 

調査要領 



 

 
 

新卒入社者の夏季賞与・一時金の支給状況と支給額 

本調査では、付帯調査として新入社員の夏季賞与の支給状況および支給額についても聞いている。４月入社の新

卒入社者の場合、入社年度の夏季賞与の支給日には在籍しているものの、算定期間としてはわずかか、あるいは算

定期間を過ぎた後の入社という場合が多い。そのなかで、「何らかの夏季賞与を支給する」企業は 88.1％、「支給

しない」企業は 4.8％となった。 

「何らかの夏季賞与を支給する」企業の支給方法をみると、最も多いのは「一定額（寸志等）を支給」の 64.5％

で、次いで「在籍期間の日割計算で支給」16.2％、「日割以外の一定割合で支給」11.8％などとなっている。 

支給額の平均をみると、大学卒 87,636 円、高校卒 69,064 円だった。支給額の分布をみると、最も多く分布して

いるのは大学卒・高校卒ともに「5～10 万円未満」（大学卒 44.2％、高校卒 51.9％）であった。 

 
新卒入社者の夏季賞与・一時金の支給状況 

 
 

 

夏季賞与・一時金の支給金額（何らかの夏季賞与・一時金を支給する企業） 

 

（単位：％）

一定額
（寸志等）

を支給

在籍期間の
日割計算
で支給

日割以外の
一定割合
で支給

日割＋一定
割合または

一定額
その他 無回答

調 査 計 100.0 (336) 4.8 88.1 64.5 16.2 11.8 2.4 1.7 3.4 0.6 6.5

2018 年 調 査 100 (321) 7.5 85.0 64.1 15.8 13.2 1.8 2.2 3.3 1.2 6.2

1,000 人以 上 100.0 (87) 5.7 92.0 66.3 12.5 13.8 2.5 3.8 1.3 － 2.3
300 ～ 999 人 100.0 (113) 3.5 93.8 66.0 13.2 13.2 1.9 1.9 3.8 1.8 0.9
299 人 以 下 100.0 (136) 5.1 80.9 61.8 21.8 9.1 2.7 － 4.5 － 14.0
製 造 業 100.0 (134) 1.5 94.0 65.1 17.5 11.1 4.0 1.6 0.8 － 4.5
非 製 造 業 100.0 (202) 6.9 84.2 64.1 15.3 12.4 1.2 1.8 5.3 1.0 7.9

その他 無回答

支給方法（支給する=100）

規模・産業
合　計
（社数）

夏季賞与は
支給しない

何らかの
夏季賞与を
支給する

（単位：円，（ ）内は社数）

【大学卒】
調 査 計 87,636 (154) 78,906 (117) 123,220 (16) 110,937 (17) 112,133 (3) 70,000 (1)

2018 年 調 査 88,428 (144) 78,087 (108) 103,116 (16) 107,991 (9) 200,250 (1) 147,820 (10)

1,000 人 以 上 83,088 (39) 80,298 (29) 91,643 (4) 93,738 (4) 100,250 (1) 70,000 (1)
300 ～ 999 人 92,667 (57) 85,545 (44) 123,037 (5) 123,847 (7) 35,900 (1) －
299 人 以 下 85,749 (58) 71,350 (44) 141,394 (7) 107,342 (6) 200,250 (1) －

製 造 業 85,092 (63) 76,568 (52) 121,171 (3) 119,200 (6) 150,250 (2) －
非 製 造 業 89,397 (91) 80,777 (65) 123,692 (13) 106,430 (11) 35,900 (1) 70,000 (1)

【高校卒】
調 査 計 69,064 (104) 63,412 (80) 76,014 (9) 89,612 (13) 130,295 (2) －

2018 年 調 査 69,873 (95) 62,783 (72) 75,468 (11) 75,200 (4) 160,340 (1) 118,036 (7)

1,000 人 以 上 69,535 (31) 67,000 (23) 69,501 (3) 76,456 (4) 100,250 (1) －
300 ～ 999 人 71,644 (38) 66,967 (30) 96,313 (2) 86,808 (6) － －
299 人 以 下 65,847 (35) 56,407 (27) 70,750 (4) 112,764 (3) 160,340 (1) －

製 造 業 72,824 (52) 65,112 (42) 92,500 (2) 101,098 (6) 130,295 (2) －
非 製 造 業 65,304 (52) 61,534 (38) 71,304 (7) 79,768 (7) － －

その他

支給基準別支給金額

区分 平均 一定額（寸志等）
を支給

在籍期間の
日割計算で支給

日割以外の
一定割合で支給

日割＋一定割合
または一定額

新入社員の夏季賞与（2019年度 決定初任給付帯調査）  

88.1％の企業が何らかの夏季賞与を支給 

支給額の平均は大学卒87,636円、高校卒69,064円 


